
図-1．事業及び工事概要 

写真-1．透水試験装置 

仁淀川新居地区における漏水対策矢板について 

 

四国地方整備局 高知河川国道事務所 工務第一課 仲田 隆宏   

 

１、はじめに 

波介川河口導流事業は、現在の波介川の合流点を仁淀川の河口まで下げ、洪

水時には水位の高くなる仁淀川からの逆流の影響を除き、波介川の洪水を安全

に仁淀川河口まで流下させ、洪

水の被害を軽減させるものであ

る。平成 16 年 2 月に地元の「新

居を守る会」との工事着工同意

を得て、これから本格的に工事

着手していく事業である。今回

の工事は、透水矢板を用いた漏

水対策工事（L=240m）を実施し

たものである。なお、透水矢板

とは、矢板に孔を 1m ピッチに開

けたもので、洪水時には基盤漏

水を防ぎ、かつ平常時には地下

水の通水を妨げないものである。 

 

２、新居地区の現状と課題 

今回施工した新居地区は、水田やハウス栽培等の優良な農地が広がっている

が、その反面、透水性の高い砂礫層が広く分布しており、洪水時には堤内側で

漏水をたびたび引き起こしている。また、河口域に位置しており、地下水の塩

水化が進んでいる。そこで求められる矢板の機能は、①漏水対策として堤体の

安定確保と基盤漏水の抑止、②平常時の地下水の流れを確保することにより、

塩水化の進行を防止するという、相反する面を満足させることである。そこで、

矢板に孔を開けることにより、その二つの機能を確保できると考え、室内試験

及び現場試験において、開孔率（孔の大きさ、数）を決定した。なお、開孔率

とは、全面積に対する開孔部（孔）の面積の比である。 

 

３、室内試験 

開孔部の通水能を調べて解析に反映させ

るために、開孔率 0.2，0.5，1.0，1.5%に

ついて室内透水試験を実施した。その結果

を浸透流解析し、漏水に対する安全率を満
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　工事概要
　　　・工事延長　L=240m
　　　・矢板打設　長さ16.5m～18.5m　ⅢW型　403枚
　　　・遮水シート工　240m
　　　・ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ笠ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ　240m



図-4．矢板の透水係数と揚水量の関係 
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図-2．試験ヤード配置及び地質断面図 

図-3．揚水試験時の水位低下量 

足させる透水矢板の透水係数を逆算すると

k=4.0×10-3cm/sec となり、その時の開孔率

は 0.2%程度となる。なお、使用した解析は、

有限要素法による断面二次元非定常浸透流

解析（GW-USAF/W）である。 

 

４、現場試験 

室内試験の結果から 0.2%の

開孔率の矢板（φ40mm＠1m）

を用いて、図-2 に示すように

3 ケースのヤードにおいて、そ

れぞれに揚水井戸と矢板の内

外に水位観測孔を設けた。そ

して、①透水係数を求めるた

めの揚水試験，②平常時の通

水を確認するための地下水

位観測，③塩水化の関係を

把握するための塩素イオン

濃度観測を実施した。 

 

４．１、揚水試験結果 

図-3 に示すとおり、止水

矢板のヤードにおいて最も

観測孔の内外水位の差が大

きく、次に透水矢板、そし

て矢板なしでは、その差は

ほとんど見られない。これ

は止水矢板については、四方

が止水矢板により囲まれてい

るため、地下水の供給が底面

からのみであるのに対し、透

水矢板では底面だけでなく、

側方部の孔を通しての地下水

の供給もあるためである。こ

れは止水矢板で囲まれた範囲

を井戸とみなしたとき、井戸

底からの揚水量と水位低下

量 の 関 係 が 井 戸 式 Q ＝



表-1．透水矢板の漏水対策検討結果 
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図-6．塩素イオン濃度分布図 

図-5．平常時の水位変動状況 

4kr0(H－h0)と一致することからも検証出来る。透水矢板の透水係数は浸透流解

析で、透水矢板の透水係数を種々変更した軸対象モデルを用いたシミュレーシ

ョンを行い、その結果は、図-4 に示すような関係が得られた。この関係から、

現場での実際の揚水量であ

る 0.03m3/min の時の透水係

数を求めれば、それが透水矢

板の透水係数であり、その値

は k（ t=14cm） =3.0×10
-5cm/sec

となる。この値を用いて漏水

に対する透水矢板の効果検討

したところ表-1 のとおりとな

り、止水矢板と同様に漏水対

策効果あることが確認された。 

 

４．２、地下水位観測（平常時の地下水の通水確保） 

図-5 に示すとおり、地下水

の変動は河川水位の潮位変動

より、幾分遅れて変動し、そ

の振幅は河川水位と比較して

小さい。地下水位の変動につ

いては、透水矢板、止水矢板、

矢板なしヤード、及び堤内地

下水位を比較しても差異はみ

られないことから、通常時の

地下水の通水については影響

がないと考えられる。 

 

４．３、塩素イオン濃度（塩水化の現状維持） 

図-6 に示すとおり、止水矢板で

は、下層部の塩素イオン濃度の高

い地下水のみが底面から入ってく

るため、塩素イオン濃度が高くな

る傾向を示す。また一旦、高濃度

の地下水が入ると、上層部の塩素

イオン濃度の低い地下水が入って

こないため、塩素イオンが蓄積さ

れる一方になり、塩水化が進むこ

とが懸念される。それに対し、透水矢板
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図-7．開孔率と透水係数の関係 

図-8．透水矢板と土の透水係数との比較 

については下層部の塩素イオン濃度の高い地下水を遮断しつつ、上層部の塩素

イオン濃度の低い地下水が孔を通って入ってくるため、それが混合することに

より、塩素イオン濃度が低下するという希釈効果があると考えられる。 

 

５、透水矢板の効果範囲 

現場試験及び室内実験

をモデル化した浸透流解

析の結果より、開孔率と

透水矢板の透水係数の関

係を図-7 に示す。開孔率

1%の場合の透水矢板の透

水係数は 10-3cm/sec のオ

ーダーにあり、砂（細砂）

の透水係数に近い値とな

る。また開孔率を 0.1%と

し た 場 合 は 、 k=4.2 ×

10-5cm/sec であり、シルト

相当の透水係数とほぼ等

しい値となる。したがっ

て、透水矢板の漏水対策

工としての効果を期待す

る場合は、開孔率を 0.1%

～1.0%と設定とすると透

水矢板の透水係数は、

10-4cm/sec の程度となる

ので透水矢板としての機

能が期待できる。さらに

透水矢板の汎用性の面から評価すると 0.2%～0.5%の範囲で開孔率を設定すれば

より確実に効果を発揮すると考えられる。 

 

６、終わりに 

以上のことから、矢板にある一定の開孔率の孔を開けることにより、洪水時

には漏水対策効果を発揮し、かつ平常時には地下水の通水を確保するという、

相反する目的を満足させることが出来たと考えられる。この方法は今までに例

のないことで現在、特許を申請して審査請求中である。今後、地下水観測等の

モニタリングを経年的に実施し、透水性矢板の効果の検証を行う予定である。

最後に、実験、解析方法及び特許申請について、ご指導頂いた独立行政法人土

木研究所の三木総括研究官をはじめとする多くの方々に深く感謝致します。 
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鋼ｺﾝｸﾘｰﾄ合成床版を用いた開断面箱桁の採用による建設ｺｽﾄ縮減事例 
－旭川・紋別自動車道 丸中橋の計画概要－ 

 
  北海道開発局 網走開発建設部 遠軽道路事務所 工事課 成田 明義  

 
１．まえがき 
旭川・紋別自動車道は北海道縦貫自動車道
から分岐し、紋別市へ至る総延長 L=130km の
一般国道自動車専用道路である。(図-1) 
丸中橋は、本自動車道の丸瀬布ＩＣ付近で

一級河川湧別川を図-2 のように横過する橋梁
である。 
本橋梁の計画では、建設コスト縮減を目的
に、開発が進む新技術・新工法である、鋼・
コンクリート合成床版（以下合成床版という）を用いた開断面箱桁を採用した。
本文では、この新しい橋梁形式のコスト縮減事例について報告するものである。       
２．橋梁諸元 
・ 路 線 名 ： 高規格幹線道路 旭川・紋別自動車道 
・ 橋 梁 名 ： 丸中橋（仮称） 
・ 上部工形式 ： 鋼２径間連続開断面箱桁橋 
・ 橋 長 ： Ｌ橋･･･121.6ｍ     Ｒ橋･･･97.6ｍ 
・ 支 間 ： Ｌ橋･･･64.0ｍ＋56.0ｍ  Ｒ橋･･･2＠48.0ｍ 
 
 
   

  
 
 
 
 
 
３．構造概要 
３．１ 床 版 
 床版は、耐久性・経済性に優れる鋼・コンクリート合成床版を採用した。合
成床版は近年数多くの製品が開発されているが、採用実績があるとともに設計
施工要領が整備されている、以下の強度・耐久性を有した製品の中から選定し
た。 

 

図-2 丸中橋一般図 
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① 移動輪荷重による繰返し走行試験により耐
久性が確認され、ＰＣ床版と同程度以上の耐
久性を有していることが証明されているこ
と。 

② 解析により静的挙動が明確になっており、か
つ実験との整合を確認できていること。 

３．２ 主 桁 
１）主桁断面形状 

主桁は、独立した左右対の上フランジ・斜めウェブを有する、逆台形断
面の１室箱桁構造としている。これは、上フランジ間隔を下フランジ間隔
に比べ大きくとることにより、床版の張出し長を抑え、ブラケット及び縦
桁を省略するためである。また、断面分割方法には、“Ｌ型分割”と“パ
ネル分割”の２通りあるが、本橋においては施工スペースおよび施工期間
を考慮して、ボルト継手による“Ｌ型分割”を採用している。（表-1 に示
す）  

表-1 断面分割方法比較表 
 パネル分割 L 型分割 

概要図 

  

施工期間 
(現場) 110 日 (1.83) 60 日 (1.00) 

採 用 ○ ◎ 

 
２）ブロック継手方法 
主桁のブロック継手には、上フランジは現場溶接、腹板および下フラン
ジは高力ボルトによる摩擦接合の併用継手方式を採用している。これは上

開断面箱桁 

設置 

合成床版
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パネル分割 L 型ブロック

図-3 合成床版 
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図-4 開断面箱桁の概要 図-5 縦ﾘﾌﾞ・横ﾘﾌﾞ交差構造（A 部） 



 

フランジが厚く、道路橋示方書での推奨列数８列を越えるためである。 
３）ダイヤフラム 

ダイヤフラムは形鋼を組合せたトラス形式を採用し、下フランジ縦リブ 
と横リブとの交差構造を簡略化するとともに、ダイヤフラムおよび横リブ 
と、ウェブ補剛材・下フランジ縦リブとの継手を高力ボルト接合とするこ
とで現場組立時における作業性の向上を図っている。（図-4，5） 

４．コスト縮減に関する検討  
 

 

 

 閉箱桁断面（従来構造） 開断面箱桁（計画構造） 
断   面  

鋼   重  398t 332t 
単 位 面 積 当 り 重 量 0.309t/m2 0.258t/m2 
大 型 材 片 数 234個 89個 
小 型 材 片 数 3244個 1202個 
溶 接 延 長  2144m 971m 
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閉断面箱桁 341(百万円)   閉断面箱桁 285(百万円) 

工事費 16.4％ 縮減

表－2 閉断面箱桁と開断面箱桁の比較 



 

本橋のＬ橋を例に、開断面箱桁と、従来用いられてきた閉断面箱桁の経済比
較に関する比較結果を表－2 に示す。 
・鋼重は開断面の方が 17％軽くなる。これは、合成床版を主桁断面の一部とし
て取り扱うことで上フランジの一部を省略出来ることと、床版支間を広く取る
ことが出来る合成床版の採用によって、ウェブ数を半分に削減出来ることによ
るものである。 
・また、製作コストに影響を与える材片数は、大型材片 62％・小型材片 63％
と、開断面の方がそれぞれ減少する。 
・溶接延長も製作コストに大きく影響を与える要素であるが、これも開断面の
方が 55％減少する。これは、横リブやダイヤフラムに形鋼を積極的に採用し、
これらの取付け方法に高力ボルト継手を採用していることによるものである。 
・上部工のトータルコストでは従来の閉断面箱桁に比べ 5 千 6 百万円（16.4％）
のコスト縮減となった。 
・さらに橋梁全体としては、上部の重量が軽減されるため、下部工や支承にお
いてもコスト縮減となる。 
５．開断面箱桁の設計方針 
１）床版合成作用の取扱い 
主桁の断面応力を算出する際の床版断面の有効範囲および各荷重の載荷範囲は、
表-3 のとおりである。 

６．あとがき 
丸中橋は、北海道開発局では初めての開断面箱桁橋の採用であるとともに、

全国的にみてもまだその採用は少ないが、合成床版を用いた開断面箱桁橋は製
作・架設において極めて合理的な構造であるとともに、経済性に優れた橋梁形
式であると考えられる。 
本橋は、現場条件として、インターチェンジに近いため分離橋となっている。

よって、床版補修時にも２車線の交互通行を確保できることから本形式を採用
した。 
今後更なる建設コストの縮減を求められる中、このような新しい形式の橋梁

が増えてくるものと思われる。本橋梁においても冬季における挙動や凍結防止
剤の影響等の調査を行い、積雪寒冷地における適用性について検証をしていく
予定である。 

     

  

   

   

表－3 設計断面力算出方針 

合成後死荷重 合成前死荷重 ＋ 活 荷
クリープ 乾燥収縮 

床版＋ 鋼桁＋

床版合成前の断
面に作用する死荷
重を前死荷重とす
る。 

床版合成後の断面に作用
する死荷重を後死荷重とす
る。中間支点付近では、支
間Ｌに対して0.15Ｌの区間
を鋼断面（鋼桁＋鉄筋）と
する。合成断面のヤング係
数比は、ｎ＝0.7とする。 

モーメント荷重Ｍの載荷
範囲は、後死荷重により曲げ
が発生する範囲とする。合成
断面のヤング係数比は、ｎ＝
14とする。 

合成断面のヤング
係数比は、ｎ＝21と
する。 

床版と鋼桁との温度差は10℃とす
る。合成断面のヤング係数比は、ｎ＝7
とする。 

断面力としては、道示9.2.6～9.2.8に示された、クリープ、乾燥収縮、温度変化に伴う床版と鋼桁の歪み差により生じ
る断面力を考慮する。中間支点上の不静定反力による曲げﾓｰﾒﾝﾄΔＭが設計曲げﾓｰﾒﾝﾄとなる。 

温度変化 



海底地盤でのジェットグラウト工法の施工について

敦賀港湾事務所 建設管理官 清水 利浩

１、はじめに

江戸時代から天然の良港として栄え

てきた敦賀港は、敦賀湾の最奥部に位

置し、海底土層は沈降湾特有の腐食物

を混入する粘性土や砂等の堆積物が多

く、非常に地盤の軟弱な港湾である。

現在は 写真に示す鞠山南地区に 多、 「

目的国際ターミナル」として－１４ｍ

岸壁（重力式ケーソン構造）を整備中

であり、この岸壁基礎の一部が軟弱層

で、円形すべりの危険性が認められた

ため地盤改良を行った。

地盤改良にはジェットグラウト工法のうち「ＪＳＧ工法」を一部採用した。このＪＳ

Ｇ工法は、陸上施工においては一般的な工法であるが、海上施工は施工実績がほとんど

なかったことから、海上施工時の留意点などについて報告する。

２、工法概要

、基本原理2.1
ジェットグラウトの基本原理は、水に高い圧力

を加えて得られる強力なエネルギーによって、地

盤の組織を破壊し、地中に人為的空間を作り、そ

、こに硬化材を充填して強固な固結体を作るもので

地盤を硬化材にできるかぎり置き換えるものであ

る。

、ＪＳＧ工法（ ）2.2 Jumbo-Jet-Special-Grout Method
ジェットグラウト工法とは、空気と液体の力で土を切削し地盤を改良する工法で

ありＪＳＧ工法とコラムジェットグラウト工法に分類されるが、ここでは、敦賀港

で採用したＪＳＧ工法の特徴について述べる。

ＪＳＧ工法は、二重管ロッドを使用し超高圧硬化材＋空気で構成されるシステム

で、改良対象土は、軟弱粘性土からゆるい砂質土に最も適応する工法である。工法

の概要を図－１に示す。

噴射状況

敦賀港



３、設計の考え方

、土質条件と有効径の関係3.1
ＪＳＧ工法は、硬化材の単位吐

出量を一定に保ち施工するため、

改良体の有効径は、造成対象の土

層および施工条件により決定され

る。例として粘性土での標準的な

。 、有効径を表－１に示す 有効径は

過去の施工実績から改良対象地盤

のＮ値により決定されるもので、

硬化材吐出量と引き上げ時間を管

理することにより、所定の改良径

を確保するという考え方である。

、設計基準値3.2
円形すべりにより改良体の強度が定められたため、硬化材は設計の粘着力を満た

すＪＧ－１号（強度発現型標準タイプ）を選定した （表－２）。

図－１ ＪＳＧ工法概要

切削方法 超高圧硬化材液と空気

使用ロッド 二重管ロッド

工法概要

　空気を伴った超高圧硬化材液
　を地盤中に回転して噴射させ
　て、地盤を切削すると同時に、
　円柱状の固結体を造成する。

諸　　元
　切削圧力　　　　　　　  ２０Ｍｐａ
　硬化材噴射吐出量　　６０ｌ/min

表－１ 粘性土での標準設計数値

※○囲みは当該現場の地盤での有効径

土質名

2.0 1.8 1.6 1.4 1.2

30 27 23 20 16

0.06

粘　　　　　　　　性　　　　　　　　土

項目

標準有効径（ｍ）
深度

（0ｍ＜Ｚ≦２５ｍ）

引き上げ時間
（分/ｍ）

硬化材単位吐出量

（ｍ３/分）

Ｎ値 Ｎ＜１ Ｎ＝１ Ｎ＝２ Ｎ＝３ Ｎ＝４

表－２ 改良体の設計基準強度

硬化材 土　 質
一軸圧縮強度

（ＭＮ/㎡）
粘着力Ｃ

（ＭＮ/㎡）
付着力ｆ

（ＭＮ/㎡）
曲げ引張強度

（ＭＮ/㎡）
弾性係数Ｅ５０

（ＭＮ/㎡）

砂質土 3 0.5 300

粘性土 1 0.3 100
1/3Ｃ 2/3ＣＪＧ－１号



４、施工上の問題点

、海底地盤での施工4.1
、排泥システムの構築4.1.1

海底地盤での施工と一般的な陸上施工との大きな相違

、 。は 改良によって発生する排泥を汲み上げる方法である

通常の施工では、二重管ロッドと原地盤の空隙を介して

排泥が汲み上げられるが、海上での施工では海域を汚染

することなく原地盤から水上までの間をどのように汲み

上げるかが課題であった。そこで、本工事では通常ＪＳ

Ｇ工法で使用する二重管ロッドの外側にケーシングを追

加し改良深度まで削孔することで、排泥を汲み上げるガ

イドホールを確保する方法を採用した 三重管方式 図。（ ）（

－２）

また、使用機械は三重管方式にすることから、通常の施工で使用する二重管専用

マシンに替え、もう一つのジェットグラウト工法であるコラムジェットグラウト工

法で使用する三重管併用マシンに変更して施工を行った。

、施工手順4.1.2
陸上施工との施工手順の違いは、前述したように排泥システムを構築する工程が

増えることである。海上での施工手順を図－３に示す。②で示すように排泥用のガ

イドホールを改良深度まで削孔するため、改良体１本当りの造成時間が通常施工よ

り長くなることになる。

図－３ 施工手順

図－２ 排泥システム

ケーシング

二重管

羽根ビット



、船団構成および装備4.1.3
で検討したシステムを稼働するた4.1.1

、 。めに構成した船団 装備を図－４に示す

５、施工結果

施工中は、硬化材の吐出量、ロッドの

引き抜き時間および圧縮空気の供給量に

より施工管理を行った。なかでも、圧縮

空気の供給量が減少すると超高圧噴流水

の切削距離が短くなるため所定の有効径

が得られないことから細かな確認を行い

施工を行った。排泥については計画どお

りガイドホールを通過して汲み上げら

れ、危惧していた水中での濁りも発生し

なかった。また排泥量は陸上施工での理

論値と比較すると、海上施工での実績は

約１．４倍程度多い結果となったが、こ

れはバキュームポンプによる強制排泥が

影響しているものと推測される （表－。

３）本工事での結果より、ＪＳＧ工法の

海上施工については問題なく使用可能と

判断できる。

６、施工上の留意点

排泥の処分については、施工現場条件によって再生処理する場合や廃棄物処分と

する場合があり事前に処分方法を検討しておく必要がある。当現場では現地での再

生処理が不可能との判断から、特定の処理場に運搬し再生処理することとした。再

生処理場が現場近辺にないときには産業廃棄物として処理することになるため、処

理場の選定についても重要である。

また、本工法で使用する硬化材はセメント系であるため、長期間放置することが

できない。海上施工では施工手順が増えるため、改良範囲によっては排泥運搬が改

良体造成後の夕方から夜半に及ぶ可能性がある。処理場の選定には、夜間受け入れ

可能な処理場を考慮するとともに、改良一本当りのサイクルタイムの設定に留意す

る必要がある。

７、おわりに

海上工事でのＪＳＧ工法は、あまり実績がないことから、試行錯誤での施工であ

った。今回の工事実績が今後の同種工法の施工において参考となれば幸いである。

図－４ 台船艤装図

表－３ 改良体１本当り排泥量比較

排泥量（ｍ３）

陸上施工（理論値） 17.5

海上施工（実績） 25.0
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(Cl) 0.46 1.89 0.34

(K2O) 0.59 0.51 0.69

(TiO2) 1.45 1.89 1.47

(SO3) 1.91 0.71 1.24

(Fe2O3) 2.15 0.91 4.18

(P2O5) 2.81 1.98 4.05

(Na2O) 3.03 2.22 4.17

(MgO) 3.85 2.82 3.75

(Al2O3) 16.9 15.67 16.54

(CaO) 30.42 33.62 28.9

(SiO2) 36.45 37.81 34.7

ごみスラグ1 ごみスラグ2 ごみスラグ3

 
図-2 化学成分 

＊下から順にグラフと対応

ごみスラグのコンクリート粗骨材としての有効利用に関する研究 
 

中国地方整備局 中国技術事務所 調査試験課  原田奈々   
１．はじめに 

近年、一般廃棄物の溶融化技術は、最終処分場の延命 
対策やダイオキシン類等の環境対策として有効視され、 
多くの自治体で溶融固化施設が整備されている。しかし、 
溶融処理により、ごみの減容化はできるものの、多量の 
ごみ焼却灰溶融スラグ(以下、ごみスラグと呼ぶ)が発生 

し、その有効利用が求められている。現在、ごみスラグ 
は、コンクリート用細骨材等として再資源化が図られて 
いるが、ごみスラグ全体の有効利用は、５割程度となっている。    

本研究は、天然骨材採取による環境問題等の現状を受 
け、ごみスラグのより一層の用途拡大を目的

とし、ごみスラグのコンクリート用代替粗骨

材としての適用性を検討したものである。 
 

２．研究概要 
空冷ごみスラグの化学分析・物理試験を行

い、ごみスラグの特性を把握するとともに、

水セメント比と、通常粗骨材とごみスラグの

置換率(以下、スラグ置換率と呼ぶ)の違いに

よるコンクリート特性調査を行った。また、

中国技術事務所構内でのフィールド実験によ

り施工性を確認した。実験フローを図-1 に示す。 
 

３．対象としたごみスラグと化学的・物理的性状 
広島市・岡山市・高知市の各ごみ処理場の空冷ごみス 

ラグをコンクリート用粗骨材として使用可能な 5 ㎜オー 
バーに分級処理したものを対象とした。中国地方のごみ 
処理場の内、溶融処理を行っている施設を表-1 に示す。  
また、対象のごみスラグの化学成分を図-2 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

１．水セメント比とスラグの置換率の
　　違いによるコンクリート特性調査

２．フィールド実験による
　　コンクリート特性調査

START

材料の物理及び化学分析試験

コンクリート配合試験

スラグ１

W/C=50% W/C=55% W/C=60%

置換率=0%，25%，50%，75% 置換率=100%

フレッシュ性状調査 硬化コンクリート特性調査

経時変化・凝結・
ブリーディング

圧縮強度・静弾性・中性化
乾燥収縮・凍結融解

コンクリート配合試験

スラグ２ スラグ３ 基準配合スラグ１

W/C=60% W/C=60%

置換率=50% 置換率=0%

圧縮強度・静弾性

フィールド実験

構造物の追跡調査(コア採取)

スランプ・空気量・
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調査結果の取りまとめ
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実
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フ

ィ
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ル
ド
実
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資料収集

粒度調整

硬化コンクリート特性調査

END

フレッシュ性状調査 硬化コンクリート特性調査

圧縮強度・静弾性

図-1 実験フロー 

ごみスラグ 1 ごみスラグ 1 ごみスラグ 2 ごみスラグ 3

＊１) 広島市は 2004 年度推定量 他自治体は 2003 年度発生量
＊２) 空冷：大気中に放置して自然冷却固化したごみスラグ 
＊３) 水冷：水中に直接投じて急冷固化したごみスラグ 

表-1 中国地方のごみ溶融施設一覧（高知市含む） 

県名  自治体等名  ごみスラグ  
年発生量＊１）  竣工  冷却方法  実験に使用した

ごみスラグ  
広島市  9,500t H15.12 空冷＊２）  ごみスラグ３  
呉 市  6,400t H15.03 水冷＊３）   

広島  

海田町他 3 町 0,600t H14. 11 水冷   
6,200t H13.07 空冷  ごみスラグ２  岡山  岡山市  

 3,900t H15.03 水冷   
下関市  6,200t H14.12 空冷・水冷  山口  
宇部市  2,100t H15.02 水冷   

島根  出雲市他 6 市町 1,300t H15.03 水冷   
鳥取  米子市  3,700t H14.04 水冷   
高知  高知市  7,600t H14.03 空冷  ごみスラグ１  

 
写真-1 ごみスラグ(空冷)



主 な 構 成 成 分 は 二 酸 化 ケ イ 素

(SiO2)、酸化カルシウム(CaO)、酸化

アルミニウム(Al2O3)の 3 成分で 80%
以上を占めている。これは通常の岩

石の主な構成成分と同程度である。 
ごみスラグの溶出試験結果を表-2

に示す。いずれのごみスラグも土壌

の汚染に係る環境基準 (平成３年環

境庁告示第 46 号)の基準値を満足し

ていた。 
ごみスラグ粗骨材の物性値を表-3

に示す。いずれのごみスラグも JIS A 
5005 の砕石の規格値を満足してい

た。しかし、すりへり減量が 35～38%となり、ごみスラグの脆さが認められた。この

ため、すりへり作用を受けるコンクリートに用いる場合は、留意する必要がある。 

 

４．ごみスラグを粗骨材に用いたコンクリート特性 
４．１．配合 

水セメント比とスラグ置換率の違いによ

るコンクリート特性については、ごみスラ

グ１を代表として、スラグ置換率 0%の通常

コンクリート(以下、基準配合と呼ぶ)と比

較した。配合条件を表-4 に示す。 
単位水量は、スラグ置換率が大きくなる

ほど増加した (図-3)。これは、ミキサでの

練り混ぜ時に砕け、ごみスラグの 5 ㎜アン

ダーが増加し、実際の細骨材率が大きくな

ったこと、また、砕けた粒子の形状が悪い

ことが主要因と考えられる。 
配合設計における細骨材率は、各水セメ

ント比ともスラグ置換率の違いによる変化

はなかった。これは、スラグ置換率が大き

くなるにつれて単位水量が増加するととも

に単位セメント量が増加していること、ま

た、ごみスラグの実積率*が砕石の実積率と

差がないことが主要因と考えられる。 
 
４．２．フレッシュコンクリート性状 

ごみスラグを粗骨材に用いた場合のフレッシュコンクリート性状のうち、スランプ

表-2 溶出試験結果 
溶出試験結果  (mg/ l) 

分 析 項 目 ごみ  
スラグ 1 

ごみ  
スラグ 2 

ごみ  
スラグ 3 

基準値 

(mg/l) 

総水銀  検出せず  検出せず  検出せず  0.0005 以下  
カドミウム  検出せず  検出せず  検出せず  0.01 以下  
鉛  検出せず  検出せず  0.005 0.01 以下  
六価クロム  検出せず  検出せず  検出せず  0.05 以下  
砒素  検出せず  検出せず  0.004 0.01 以下  
セレン  検出せず  検出せず  0.001 0.01 以下  

＊ 舗装に用いる場合は 35％以下

表-3 ごみスラグ粗骨材の物性値 

試   験   項   目  ごみ  
スラグ 1 

ごみ  
スラグ 2 

ごみ  
スラグ 3 

砕石  
JIS A 5005 

表乾密度  (g/cm3) 2.84 2.81 2.88 －  
絶乾密度  (g/cm3) 2.84 2.81 2.88 02.5 以上  
吸水率  (%) 0.19 0.04 0.1 030 以下  
微粒分量  (%) 0.80 0.20 0.14 01.0 以下  
安定性  (%) 1.1   0.5 0.5 012 以下  
単位容積質量試験  
実積率  (%) 

59.7 59.4 59.8 －  

粒形判定実積率  (%) 59.4 58.9 58.7 055 以上  
すりへり減量  (%) 34.5 35.7 38.2 ＊40 以下  

表-4 配合条件 

実積率*：骨材の単位容積中における骨材の実質部分の容積百分率

表-4 配合条件 
項   目  内      容  

セメントの種類  高炉セメントB種  

呼び強度  18 N/㎜ 2 

水セメント比 (W/C) 50・55・60 ％  

スラグ置換率  0・25・50・75・100 % 

(置換率100%については  

水セメント比60%のみ実施 ) 

スランプ  8.0±1.0 ㎝  （室内試験）  

空気量  4.5±0.5 ％  （室内試験 ) 

粗骨材最大寸法  20 ㎜  

単位水量上限値  175 kg/m3 

 

図-3 各種配合と単位水量の関係 
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及び空気量の練混ぜ直後からの経時変化は、基準配合と同程度であった。ブリーディ

ング量は、コンクリートに悪影響を及ぼす程度ではないが、スラグ置換率が大きくな

るにつれて増加する結果となった。これは、ごみスラグの保水性が砕石に比べて小さ

いためと考えられる。凝結時間は、若干短くなる傾向がみられたが、有意な差は認め

られなかった。以上の結果より、ごみスラグを粗骨材に用いた場合のフレッシュコン

クリート性状は、通常のコンクリートと比較して遜色のない結果が得られることがわ

かった。 
 

４．３．硬化コンクリート特性 
４．３．１．力学特性 

各 種 配 合 で の 圧 縮 強 度 を

図-4 に示す。各水セメント比と

も材齢 7 日では、スラグ置換率

による圧縮強度の差は認められ

ない。しかし、材齢 28 日・91
日においてはスラグ置換率が大

きくなるほど圧縮強度の低下が認められた。この傾向は、材齢 28 日に比べ材齢 91 日

の方に顕著に現れ、材齢 91 日における水セメント比 60%・スラグ置換率 100%の配合

では基準配合の 80%以下の圧縮強度であった。これは、ごみスラグ自体の強度が小さ

いこと、ごみスラグの界面部が滑らかなためモルタルとの付着強度が劣ること等が考

えられる。また静弾性係数については、スラグ置換率による差は認められない。これ

は、ごみスラグ自体の密度が大きいため、コンクリートの単位容積質量が大きくなっ

たことによるものと考えられる。 
 

４．３．２．耐久性 
各種配合での凍結融解試

験の相対動弾性係数を図-5

に示す。各水セメント比と

もスラグ置換率が大きくな

るにつれて相対動弾性係数

は明確に低下している。相

対動弾性係数は、60%以下が

劣化の許容限界の目安とさ

れている。スラグ置換率

50%以上になると、水セメン

ト比 50%・スラグ置換率

50%以外の配合で、相対動弾

性係数は 60%以下であった。これは、スラグ置換率が大きくなるとブリーディング量

が増加することも要因の一つとして考えられるが、最も大きな要因としては、ごみス

図-5 各種配合と凍結融解試験の相対動弾性係数の関係 
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図-4 各種配合と圧縮強度の関係 
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ラグ自体の物理的性質が影響しているものと考えられる。また、300 サイクル終了後、

目視調査及び質量変化率において、スラグ置換率による差は認められなかった。した

がって、ごみスラグ使用が原因となるコンクリートの表面剥離は発生しないと考えら

れる。 
長さ変化率とスラグ置換率の関

係を図-6 に示す。長さ変化率は、

スラグ置換率が大きくなるほど小

さくなった。これは、ごみスラグ

自体の密度が大きく吸水率が小さ

いことが影響していると考えられ

る。 
また、促進中性化試験では、ス

ラグ置換率による中性化浸透深さ

の差は認められなかった。 
 

５．フィールド実験 
平成 15 年 11 月中国技術事務所構内で施工性

を確認するため、重力式擁壁を施工した(図-7・

写真-2)。 

配合は、水セメント比 60%・スラグ置換率

50%で、ごみスラグ 1，2，3 をそれぞれ用いた

3 ケースと基準配合の計 4 ケースを生コンクリ

ート工場で製造し、アジテータ車で運搬した。 
製造・運搬・施工の各工程において、いずれ

のケースも優劣の差は認められなかった。 
現在、追跡調査としてコア抜き取りによる強

度特性の確認及び表面観察を継続して実施して

いる。 
 

６．まとめ 
 本研究の結果、ごみスラグは置換率を考慮する

ことにより、道路付属物等の無筋コンクリートや

プレキャスト製品等のコンクリート粗骨材とし

ての適応性は十分にあると考えられ、コンクリート材料の中で粗骨材の占める割合が

大きいことから、ごみスラグの受け入れ先として大きな期待ができる。 

今後は、関係機関・学識経験者からなる「ごみスラグ活用研究会」において、ごみ

スラグ製造過程の品質変動の調査・凍結融解試験における相対動弾性係数低下の原因

究明などの技術的検討及び直轄工事でのフィールド試験を実施し、ごみスラグ活用の

促進を図っていく予定である。 
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 図-6 長さ変化率とスラグ置換率の関係 

 
写真-2  打設状況（フィールド実験） 

図-7 施工区分（フィールド実験） 
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自動係船及び自動陸上排送システムの開発について 

 
九州地方整備局 下関港湾空港技術調査事務所 

                  施工技術課 施工技術第一係 堀 研一   

 

１．はじめに 

  海翔丸（図－１）は関門航路の水深を維持するため、

２４時間体制で浚渫を行っており、船の中央にある泥倉

に貯められた浚渫土砂は、これまで新門司沖土砂処分場

へ直接入り、船底にある６枚の扉を開け排出されていた。

今後埋立が進み新門司沖土砂処分場の水深が浅くなり船

底から排出できなくなるため、係留施設に係船してから

の陸上排送を余儀なくされる。係船のための綱取り作業

には多くの時間と人手を必要とし、さらに夜間作業も伴    図－１（海翔丸） 

い安全性の問題が予想された。このため、係船作業の省力化と安全性向上を目的に、世界

で初めてとなる「操船～接岸～陸上排送～離岸」全自動化システムの開発を行ったので報

告するものである。 

 

２．自動係船及び自動陸上排送システム 

自動係船システムは、おおまかに自動操船システム、自動係留システム及び自動陸

上排送システムの３つのシステムで構成される。 

２．１自動操船システム 

 自動操船システムは、ＧＰＳ（船首・船尾それぞれ１基）及びジャイロコンパスか

ら得られる自船位置及び方位情報により、自船の設定コースとのずれを検知し、推進

器及びバウスラスタ（アクチュエータ）の操作量を決めて制御し、予定航路を保持す

ると共に速度制御を行い、所定の接岸場所に本船を誘導し、停船させるものである。 

 本船における自動操船方式は以下の２つのパートに分かれる。 

２．１．１自動的に本船を指定位置に保持するシステム（自動位置保持） 

自動位置保持（DPS：DynamicPositioningSystem）

とは船体上の指定点（RP：ReferencePoint）を、保持

位置（SP：SpecifiedPoint）に一致させるように自動

制御することである。本制御方式においては、SP を

船首におき、バウスラスタで横方向、推進器で前後方

向と船首方位について、それぞれの偏差を打ち消すよ

うに制御をかける。                図－２（自動操船イメージ図）                                   

本制御方式については、過去の実験事例から、強風下でも安定して船位が保てるこ

とが分かっている。 

２．１．２自動的に本船を航行ルートに従って移動させるシステム 

 SP を移動させると RP は SP の位置に従って追従しようとするので、結果として船

体を計画した航行ルート上を移動させながら誘導することが可能になる。 



 

 

２．２自動係留システム 

 自動係留システムは、係留装置（陸上側ドルフィンに設置される２基の吸着式係留

装置）を遠隔・自動操作し本船を係留及び係留解除するものであり、本船上の操作卓

から遠隔制御・監視が行えるようにした。 

２．２．１係留方式の検討 

 係留方式として、ワイヤー方式（１案）、フック方式（１案）、吸着盤方式（２案）、吸

着盤＋ワイヤー方式（１案）の計５つの案について表－１のとおり比較検討を行った。 

係留方法 装置の概要及び特徴 経済性 遠隔操作性 保守性
本船喫水、揺
動に対する追
従性

本船への接続容易
性及び確実性

総合評価

１案

ワイヤーロープによる
自動係留方法

・巻上げ搬送装置により
船体と陸上との索取り作
業を自動化し本船に索を
固定後ウインチにより係
留する方法。

構造がシンプル
であるため安価
である。

◎

巻上げ搬送装置に
よりロープエンド
を吊り上げ、本船
と係船岸のロープ
渡し作業を行うた
め操作性が悪い。
×

構造がシンプ
ルであり保守
性が良い。

○

ロープによる
索取りであり
追従性は良好
である。

◎

ウエイト位置制御
が複雑である。接
続後は、安定した
結合が得られる。

△

構造がシンプルではあ
るが自動化が困難であ
る。

△

２案

フックによる
自動係留方法

・アーム先端のフック部
を船体側専用接続部に指
込アームの引込み力によ
り船体を係留する方法。
・操作手順が少なくシン
プルな構造である。

１案に比較し可
動部は多いがシ
ンプルな構造で
あり安価であ
る。

◎

軽量であり、可動
部が少ないので扱
いやすい。

○

駆動部が少な
く保守性が良
い。

○

各関節部の可
動部により本
船への追従を
行うため、ロ
ープ係船に対
しやや劣る。
△

接続位置は、限定
される。但し、接
続範囲を広く設定
可能。

○

大きな本船改造が必要
となる。又、船体と係
船装置の接続がやや行
い難い。

△

３案

吸着盤による係留方法 ・アーム先端に吸着盤を
装備し船体を吸着後、ア
ームの引込力により係留
を行う方法。
・吸着部を任意に設定可
能である。（但し、吸着
は平面部に限る。）

可動部が多く
又、真空装置を
追加するする必
要があり高価で
ある。

△

２案に比べ重量も
重く操作性はやや
劣る。

○

駆動部及び機
器が多いため
やや劣る。

△

同上

△

接続位置は、ほぼ
任意に設定可能で
ある。但し、本船
外板に艤装品等が
装備されてない事
又、外板に曲り部
がない事が条件と
なる。
◎

経済性及び保守性がや
や劣るが、吸着位置が
任意であり自動係船作
業には、優れている。

△

４案

吸着盤及び、防舷材を
一体化した係留方法

・３案の吸着部に防舷材
を取付け昇降可能な構造
とした方法。
・防舷材を上下移動可能
とし、縦方向に数個必要
であった防舷材を船首、
船尾各１個とする構造。

３案に対し防舷
材を一体化する
事により防舷材
の数量を減少さ
せ本システム全
体として経済性
の改善が期待で
きる。
○

同上

○

同上

△

３案に比較し
全体質量も重
く追従性に劣
る。

×

同上

◎

保守性がやや劣るが、
吸着位置が任意であり
自動係船作業には、優
れている。又トータル
の経済性が向上されて
いる。

○

５案

船体との結合を吸着盤
にて行い、吸着盤の引
込みをロープにて行う
方法（防舷材一体化タ
イプ）

・４案に対しロープにて
吸着盤の引込を行う方
法。

４案に対しロー
プ牽引装置が追
加となるが、防
舷材の数量減少
により本システ
ム全体として経
済性の改善が期
待できる。
○

同上

○

同上

△

ロープによる
索取りであり
追従性は良好
である。

◎

同上

◎

多の吸着方式に対し本
船に対する追従性が改
善され又、吸着位置が
任意に選択可能であり
優れている。

◎

 
表－１（係留方式比較表） 

 上記の前提条件をふまえ総合的に比較検討を行った結果、下記の特徴を持つ５案が

最も優れており、採用することとした。 

・ロープ係留であるため本船の喫水、揺動変化に対   

し追従性が良好である。 

・吸着盤を採用しているため吸着位置が任意に選択  

可能である。 

・防舷材の数量を減少出来ることにより経済的であ   

る。 

 ５案を基にした装置を図－３に示す。 

 

 

 

 

 
図－３（自動係留装置） 



 

 

２．３自動陸上排送システム 

自動陸上排送システムは、陸上排送管（本船上）と排送管（陸上側ドルフィン上）  

の接続、泥倉土砂の陸上排送、離脱を遠隔・自動操作するものであり、本船上操作卓

から遠隔制御・監視が行えるようにした。 

２．３．１陸上排送管接続装置の検討 

 ６つの案について表－２のとおり比較検討を行った。 

排送管接続方法
本装置設備の
概要と経済性

休止動作時
の安全性

耐久性・保守性 係船位置へ
の本装置の
追従性

本船側への接
続・確実性

本船動揺へ
の追従性

カップリングの
シール性
（交換性離脱制）

動力×制御
エラー時の
対応性

管内流速
抵抗性

総合評価

１案

差し込みによる方
法

構造が単純で
設計製造とも
に容易

○

休止時は問
題なし作動
時の追従性
に問題あり
×

装置部品が少な
く保守性が良い

○

係船位置誤
差に追従で
きない

×

差し込みカッ
プリングであ
り確実でない

×

カップリン
グ上下のホ
ースで取る

△

シール性は確実で
ないガイド朝顔の
寿命が短い

×

陸側操作と
なる

×

90°管２組

△

解決しなければ
ならない問題点
が多い

×

２案

差し込みによる方
法

構造が単純で
あり設計製造
が容易

○

キャスター
保持のため
不安定

×

不安定のため保
守・耐久性とも
問題有り

×

ＸＹシリン
ダーで追従
するが確実
でない
×

引き揚げロー
プの取込みが
確実でない

×

引き揚げる
ため追従良
好

○

シール性は確実で
ない

×

陸側操作と
なる

×

90°管３組

×

ホース動態吊り
揚げ機構等見え
ない部分が多い

×

３案

カップリングによ
る方法

部品数及びア
クチュエータ
数が多く設計
製造共に高価

×

全キャスタ
ー保持であ
るが、シリ
ンダー封圧
にて保持

△

作動数が多いた
め保守性が悪い

×

係船位置へ
の誤差距離
が大きく取
れるが精度
が悪い

△

平面受けとセ
ンタリングシ
リンダーで対
応

△

偏角をセン
サーで受
け、下のカ
ルダンリン
グが油圧で
同期、レス
ポンスに問
題
×

平面シールを採用
シール性良好

○

ロックシリ
ンダーを自
動開放でき
る

○

45°管6組
9°管1組

×

機構を単純化す
る必要あり

×

４案

案内ローラ付きカ
ップリングによる
方法

３案の追従距
離を小さくし
たもの

△

ＸＹシリン
ダーで保持
する

△

アクチュエータ
ー数が多い。船
速に機構があり
保守性に問題あ
り

×

ＸＹシリン
ダーストロ
ークによる
大きくでき
ない

×

ガイド朝顔と
平面カップリ
ング組合せ。
シールはする
がガイドが損
耗
△

船側のホー
スと陸側の
ホースで対
応

○

平面シールのため
交換が容易

○

自動ロック
を外し離脱

△

45°管4組
90°管1組

×

本船動揺は問題
ないが回転運動
追従を単純化す
る必要あり

△

５案

Ｙ型受台付きカッ
プリングによる方
法

合理的に作動
し無理がない
諸作動の確実
性が高い

○

全ての荷重
は台車で受
ける。セン
タリングは
装置自重で
作動し自動
的。作動部
はレールで
安全
○

動揺、回転に無
理が無く部品が
少ないので保守
性が良い

○

レールシリ
ンダーで構
成。精度、
レスポンス
が良い

○

船側、陸側共
に台車にあず
け横方向の差
異は台車内ホ
ースで吸収

○

吊り揚げら
れた台車ホ
ースで対応

○

平面シールカップ
リングロックを外
し吊り揚げる

○

制御エラー
が出ても機
構的に損傷
する部位が
ない

○

45°管1組
90°管2組

○

引き揚げ装置は
液圧駆動で開発
装置となる

◎

６案

５案と同様 ・５案で総て
の動揺を本船
に取付けたホ
ースで対応
・本船の様相
が変わる
・部位が少な
く構造が単純
○

５案と同様
船側に取付
けられたホ
ースの固定
に難あり

△

船側ホースの保
守に難あり

△

５案と同様

○

諸作動が制御
に依存する度
合いが大

○

吊り揚げら
れたホース
で対応

○

平面シール交換性
良

○

５案と同様

△

45°管1組

○

５案と同様

○

 
表－２（陸上排送管接続装置比較表） 

 上記の前提条件をふまえ総合的に比較検討を行った結果、下記の特徴を持つ５案が

最も優れており、採用することとした。 

・動揺、回転に無理がなく、耐久性及  

び保守性が良好である。 

・本船係船位置への台車の追従性が良     

好である。 

・本船動揺への追従性が良好である。 

・シール性が良好で漏泥対応が出来て 

いる。 

 ５案を基にした装置を図－４に示す。 

 

                  図－４（自動陸上排送装置） 

 

 

 



 

 

２．４全体イメージ 

本システムの全体イメージ図を図－５に示す。 

図－５（全体イメージ図） 

 

３．まとめ 

 今回本船の自動操船システムを始め、自動係留システム、自動陸上排送システム、

係留装置、陸上排送管接続装置など、本船の自動離接岸方法及び自動陸上排送方法を

幅広く検討して、自動係船システムの設計を行った。さらに各システムの制御ソフト

を開発し、海上での実船シミュレーション試験でその有効性の確認を行った。 

 本システムは、本年度より海翔丸において運用開始されており、桟橋への離接岸作

業時の操船の自動化により、昼夜繰り返される離接岸作業の負担軽減、係留の際必要

であった陸上側での索取作業及び本船の喫水変化による索長調節のための船上におけ

るウインチ操作の省略、夜間の危険作業の回避、さらに土砂の陸上排送時における陸

上排送管（本船上）と排送管（陸上側ドルフィン上）の接続、泥倉土砂の陸上排送、

離脱の自動化により陸上排送作業の負担軽減の効果が得られている。 

 さらには、運用開始後の状況をまとめ離接岸時間の短縮を図って行きたい。 

 本システムは他の国有浚渫船や頻繁に離接岸を繰り返すフェリーなどの一般船舶に

も応用可能であり、そのための必要な格付も続けて行きたい。 



※回転ブラシ方式 

ブラシの回転により照明灯

具『前面』の粉塵等を除去

する清掃方法 

トンネル照明灯具洗浄装置開発に関する研究 
 

日本道路公団中国支社保全部施設保全課山田雄二   
 
１、はじめに 
 近年、ＪＨの取り組みとして、道路施設資産の増大、老朽化の進行に対する施設設
備の延命化及び管理コストの削減を図るための技術開発を行っている。今回、道路施
設資産の多くを占めるトンネル施設について、その劣化、老朽化の主たる要因が路面
凍結防止対策として散布する塩分や通行車両からの排気ガスに含まれる酸化化合物
であることから、トンネル施設設備の延命化及び清掃作業等の効率化を図ることを目
的として、新たに「トンネル照明灯具洗浄装置（以下「洗浄装置」という。）【写真－
１】の開発を行うと共にその効果について検証を実施した。 
 

 
            ●写真－１（トンネル照明灯具洗浄装置全景） 

 

２、装置概要 
 洗浄装置の開発にあたっては、従来専用車両を用いた回転ブラシ方式（以下「ブラ
シ方式」という。）【図－１、写真－２】による清掃を行っていたが、トンネル照明灯
具は防水性能を有しており、水による影響を考慮する必要がないため、ブラシ方式か
ら、より清掃効果の高い、高圧水洗浄により付着物を除去する方法とし、次の点をポ
イントに開発を行った。 
 

   
  ●図－１（清掃イメージ図） ●写真－２（回転ブラシ方式によるトンネル照明灯具の清掃） 



清掃前 清掃後

避難誘導標識 トンネル消火栓

 開 発 の ポ イ ン ト 導 入 効 果 

１ 
洗浄装置のみを開発対象にし、車両については既存のリフ

ト車に搭載する構造とする。【写真－３】 

導入コストの削減 

 

 

     

 
 
 開 発 の ポ イ ン ト 導 入 効 果 

２ 
ブラシ方式による清掃では不可能であったトンネル照明

灯具『側面・裏面』の清掃を可能とする。【写真－４】 

トンネル照明灯具の延命

化による更新費用の削減 

 
 

     
 
           ●写真－４（トンネル照明灯具裏面清掃状況） 

 
 開 発 の ポ イ ン ト 導 入 効 果 

３ 
洗浄装置による清掃をトンネル照明灯具以外の諸設備に

も使用できるものとする。【写真－５】 

清掃作業の効率化及び機

器の延命化 

    
 

                ●写真－５（諸設備清掃状況） 

操作員

洗浄装置 洗浄水槽

●写真－３（リフト車搭載状況）



 
３、洗浄装置操作方法 
 トンネル照明灯具の清掃方法は、「①洗浄装置本体で灯具を包み込むようにセット
し、②洗浄装置本体にある高圧ノズルで水を噴射しながら汚れを洗い落とし、③エア
ブロワにより水滴を除去する。」といった一連の作業を車両を移動させながら行うこ
とにより従来の清掃方法と同等の作業性を確保している。【図－２、写真－６】また
照明灯具清掃部は着脱式になっており、アタッチメントを交換することでトンネル照
明灯具清掃後に、消火栓、避難誘導標識等の洗浄も可能な構造とし作業の効率化を図
っている。 
 
               

 

 

 

 

 

 

①洗浄装置セット前（リフト車搭載状況） 

 

 
 

            ②洗浄装置セット後（装置を上昇させる） 

 

 
 

            ③洗浄状況（青色：高圧水 緑色：エアブロワ） 

 

●図－２（洗浄装置操作方法） 

 

清掃手順 

進行方向 

※車両を移動させながら清掃



 

 

 

 

 

 

 

 

 

      トンネル照明灯具洗浄状態①        トンネル照明灯具洗浄状態② 

              ●写真－６（洗浄装置清掃状況） 

 
４、洗浄効果の検証 
 本洗浄装置の洗浄効果の検証を現地にて行い、その結果について報告する。ブラシ
方式と洗浄方式の清掃効果の違いを清掃前後の付着物の重量で比較した場合、トンネ
ル照明灯具前面のガラス部分においては、ブラシ方式と同等の効果があった。一方、
トンネル照明灯具の側面及び裏面については、従来のブラシ方式では清掃できなかっ
たが、今回の洗浄方式とすることで付着物の８０％程度が除去できることが確認でき
た。【表－１】 
 

 前面 
（ｶﾞﾗｽ面） 

側面 上面 裏面 

清 掃 作 業 前 0.06 2.01 2.59 1.71 

洗浄装置 0.00 0.05 0.01 0.27 
清掃後 

ブラシ方式 0.03 － － － 

                ※４～５灯の平均値        単位：mg/100cm2 

           ●表－１（付着物の重量） 

 
５、まとめ 
 現地試験の結果により、開発当初の目的であったブラシ方式では清掃できていなか
ったトンネル照明灯具『側面及び裏面』の付着物の除去が本洗浄装置では可能になっ
たことが確認できたことで、トンネル照明灯具の延命効果が充分期待できると思慮さ
れる。 
 今後は、この洗浄装置による洗浄方法がトンネル照明灯具の延命化にどの程度効果
的であったかの検証を継続的に行い、より有効な対策を実施していきたい。 
 
 
 

エアブロワ

飛散防止ブラシ 



東京港臨海大橋 主橋脚部に用いる新技術 

 

関東地方整備局 横浜港湾空港技術調査事務所 設計室 飯塚 知浩   

 

東京港臨海道路は、物流機能の向上、周辺道路混雑の緩和、交通の利便性向上を目的と

して、東京港湾岸道路沖側埋立地間を結ぶルートを計画している。延長約８kmのうち、第

一期については第一航路を横断する臨海トンネルを含む約3.4kmで、東京都の事業として整

備され、現在供用されている。第二期については東京港第三航路を横断する東京港臨海大

橋（仮称）を含む約4.6km区間で、平成14年度より直轄にて事業を開始した（図-1）。 

本橋は橋長760ｍで、設計条件は図-2の通りである。本橋の主橋脚（MP2、MP3）の特徴

としては、次の２点が挙げられる。①上部工反力100,000ｋＮという大反力を支持すること。

②Ac2層というＮ値ゼロの軟弱な粘土層が約30ｍ堆積し、支持層が深いこと。このため、主

橋脚の設計においては、すべり型免震支承・軽量コンクリート・縞鋼板継手・大口径杭の

載荷試験など、新技術および新工法の採用を視野に入れた各種検討を実施し、経済的な構

造となるように工夫している。今回は“ズレ”をキーワードに①すべり型免震支承（日本最

大規模）と②縞鋼管継手（採用実績が少ない）の２つの報告を行う。 

 

 

 

 

図-1 位置図                 図-2 構造図および設計条件 

１．支承に用いた新技術（すべり型免震支承） 

(1)支承構造の決定経緯 

上部構造から伝達される地震時水平力を低減することができると、これを支持する構造

の規模を小さくすることができる。その方法のひとつに、下部構造躯体の塑性化による変

形で地震時水平力を吸収させる方法がある。しかし、①本橋の下部構造躯体は全体構造の

規模に対して小さく、地震時に有効な塑性化を期待することが難しい。②大規模橋梁なの

で、橋脚基部に発生した残留変位を地震後に復旧することが困難である。これらのことか

ら、下部構造躯体の塑性化は本橋に適さないと判断した。そこで、地震時水平力を支承部

で低減（免震）することを目的として、免震支承構造を採用した。 

免震支承について構造比較を行ったところ、本橋に発生する地震時水平力は、これまで

の免震支承の実績の約３倍に達する。このため、従来型の支承では工場の製造能力を超え

る。そこで、支承の各機能を役割の異なる２つの支承（荷重支持版とバッファ）で分担す

ることによってコンパクトにできる“すべり型免震支承を採用”した。コストや維持管理も

道 路 規 格 ４ 種 第 １ 級 （ 道 路 構 造 令 ）

設 計 速 度 ５ ０ k m ／ ｈ

横 断 勾 配 4 %
車 線 数 片 側 ２ 車 線 （ 往 復 ４ 車 線 ）

最 大 交 通 量 ３ ５ ,４ ０ ０ 台 ／ 日 （ 平 成 ２ ２ 年 度 ）

航 路 桁 下 高 A .P . + ５ ４ ． ６ ｍ

中 央 径 間 ４ ４ ０ ｍ （ 第 三 航 路 ＋ 下 部 工 幅 ）

空 域 制 限 A .P . + ５ ４ ． ６ ｍ ９ ８ ． １ ｍ
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４ｋ
ｍ

第
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含め、すべり型免震支承は従来型と比べ総合的に優位であることがわかる（表-1）。 

表-1 免震支承の比較検討 

 

(2)載荷試験の必要性 

すべり型免震支承の荷重支持版（写真-1）は、すべ 

り面が“ズレ”ることによって発生する“摩擦力”で、 

地震力を減衰する構造である。このため、荷重支持版 

の摩擦係数の設定が耐震設計におけるポイントとなる。 

摩擦係数は、すべり面に作用する圧力（面圧）に応 

じて変化することが知られている。本橋のように①上 

部構造の重心が高く、②同一橋脚上の支承間の距離も     写真-1 荷重支持版 

長い構造の場合には、橋軸直角方向の軸力変化が生じ 

やすく、これに応じて面圧も変化する（図-3）。 

一般の桁橋などでは、常時に対する地震時の軸力変 

化が 20％程度であるが、本橋では 100％程度と大きい 

ため、この影響は無視できない。よって、面圧に依存 

した摩擦係数の変化を確認する必要がある。 

また、載荷速度によっても摩擦係数が変化することが 

知られているためこれも確認する必要がある。これら 

を、鉛直方向と水平方向の力を再現することのできる 

２軸方向の載荷試験により確認することとした。        図-3 主橋脚断面図 

摩擦係数の変化に関する基本的な解析モデル式は既往の研究により提案されており、今

回の試験ではこれをもとに本橋に適した解析モデル式を設定した。 

(3)載荷試験のまとめ 

載荷試験の結果、式-１を提案した。表-2 で提案値に対して上限値および下限値とあるの

は、設計に際して安全側の値を選択できるように配慮したためである。また、本橋に適し

た摩擦係数の比較を目的として、摩擦係数の違なる２種類の供試体について値を設定した。 

 

 

 

すべり型免震支承　(採用） 従来型の代表／鉛プラグ型ゴム支承　（不採用）

単位：mm 単位：mm

■荷重支持版　鉛直力→単純に支持する。水平力→荷重支持
版が水平方向にズレることにより力を減衰させる。
■バッファー　鉛直力→支持しない。水平力→バッファ（ゴ
ム製）により往復運動させる。

積層ゴムの中に鉛直に配置された鉛プラグの塑性変形により
減衰効果を持つ支承である．

製造設備 鉛直，水平支承ともに現在の製造設備で製造可能 現在の製造の設備で可能な製作寸法をやや上回る

品質管理 ゴムの露出面が小さく維持管理は左案に比べ容易．  ゴムの露出面が多く十分な維持管理が必要．

取替え 各支承規模が小さく，支承取り替えは可能． 支承規模が大きく，取り替え工事は不可能．

経済性 １．００（支承材料・製作） １．７０（支承材料・製作）設備投資は除く

構造 2720

1356

27001620

250386
バッファ 荷重支持版



 

                       表-2 材料パラメータの設定 

 

(4)摩擦係数の比較 

載荷試験の結果を受け、２つの供試体について本橋に適用した場合における比較検討を

行った。その結果，両者の免震効果に有意な差がないが、摩擦係数 0.15の供試体はデータ

のばらつきが少なかったことや、使用実績が多いことから採用と判断した． 

表-3 摩擦係数の比較検討 

 

２．基礎に用いた新技術（縞鋼管継手） 

(1)縞鋼管継手の採用経緯 

本橋の基礎は、鋼管矢板井筒基礎で計画している。地 

震時は、鋼管矢板相互の“せん断変形”（写真-2）が卓 

越する特徴がある。鋼管矢板同士をつなぐ継手のせん断 

特性（“ズレ”にくい事）が耐震設計上のポイントとなる｡ 

従来の素管継手を用いた基礎の安定計算結果では、地 

震時に大きなせん断変形を受け、鋼管に作用する断面力 

が増加し、これらを許容値内に抑えるために鋼管の本数  写真-2 せん断変形のイメージ 

や肉厚を増加させる必要があった。それに対して縞鋼管 

継手は①継手鋼管の内側に縞状の突起をつける（写真-3）、 

また②継手に充填するモルタルの強度を４０MPaにアッ 

プする。などの特徴を有し、従来の素管継手よりも優れ 

たせん断特性を発揮することが期待できる。このため、 

縞鋼管継手を用いると鋼管矢板井筒基礎全体の剛性が増し、 

鋼管に作用する断面力が減少することから、杭本数を減 

らすことができ、コスト縮減が可能である。          写真-3 縞鋼管継手 

(2)載荷試験 

縞鋼管継手は、過去に採用された実績も少なく、これらに関する研究も数少ない。この

ことからせん断特性を把握するため、押抜きせん断試験により、縞鋼管継手にせん断力を

μ（P,V）=[S´{β-exp（-nV）}{1-exp（-kP）}/P+α] ･･････ 式-１ 

Ｓ´ k α β n
摩擦係数 上限値 0.040

0.15 提案値 0.025

下限値 0.008

摩擦係数 上限値 0.045

0.10 提案値 0.025

下限値 0.005

1.85 0.25

0.101.50

0.0851.4

1.0 0.150

地震時水平力 レベル１（kN） レベル２（kN） レベル１（kN） レベル２（kN）

橋軸方向 52,470 146,310 49,489 146,440

直角方向 45,753 180,460 44,574 180,780

評　　価

・免震支承としての使用実績が多い．

摩擦係数　０．１５　（採用）

・第２案と比べ
やや実験データのバラツキが少ない

・第１案と比べ
やや実験データにバラツキがある．

摩擦係数　０．１０　（不採用）

・免震支承としての使用実績がない．

・免震効果は，ほとんど同等である． ・免震効果は，ほとんど同等である

ここにμ：摩擦係数 

Ｐ：面圧（kN/cm2） 

Ｖ：すべり速度（cm/S） 

Ｓ´,ｋ,α,β,ｎ 

：材料パラメータ 



作用させて継手の相対ずれを追跡し、せん断耐力およびせん断剛性の設定を行った。 

 載荷試験の結果、図-4 に示すような結果 

を得ることができた。せん断耐力の設定は 

Ｐ－δ曲線でずれ変位が急変する点（降伏 

点:1,440kN/m）に対して、安全率：1.25（ 

倍率 0.8）を見込んだ値をレベル２地震時 

せん断耐力(1,150kN/m)とした。せん断剛性 

については、荷重変位曲線の包絡線とレベ 

ル２地震時せん断耐力曲線との交点と原点 

を結ぶ割線剛性とした。なお、レベル１お 

よび常時についてはそれぞれ応力の上限値 

を設け、弾性範囲内での挙動における許容     図-4 縞鋼管継手のせん断特性 

値を設定することとした。なお、素管継手（充填モルタル 20Mpa せん断耐力 200kN/m）と

比較すると、約６倍せん断耐力が向上することがわかった。 

(3)縞鋼管継手採用による効果 

縞鋼管継手と素管継手について、本橋の基礎に適用した場合について比較を行った結果、

縞鋼管継手のほうが杭本数を３５％減少できることがわかった。 

表-4 縞鋼管継手の効果 

おわりに 

今回は“ズレ”をキーワードに①すべり型免震支承と②縞鋼管継手の報告を行った。東京

港臨海大橋は、平成２２年度の完成に向け、今年度は全工区の細部設計を行っている。着

工の日は刻々と迫っている。今回のような新技術採用の検討は、経済的なメリット、工期

短縮を含むあらゆる可能性を秘めている。その積極的な活用は今後の同様な事例のさきが

けになると考えている。工期は“ズレ”ない範囲で、できる限りの新技術への挑戦を今後も

続けてゆきたい。 

縞鋼管継手 素管継手

構造形状

単位：mm 単位：mm

基礎作用力 L2：Ｈ＝150,300kN，Ｍ＝3,891,700kN･m L1：Ｈ＝ 61,800kN，Ｍ＝1,259,700kN･m      　 

せん断耐力 L1＝60,299kN　，　L2＝60,299kN L1＝14,877kN　，　L2＝22,372kN

杭本数 ９３本（比率：0.65） １４４本（比率：1.00）
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視線誘導効果にすぐれた連続式視線誘導施設について 

  

          近畿地方整備局 奈良国道事務所 電気通信課 土田 健次 

 

１．はじめに 

 88.05kp 
88.75kp 

 .90kp 

 90.34kp 

 91.40kp 

 90.90kp 

R=150m 
勾配 6% 

R=200m 

勾配 4.9%

10km で  高低差 約 400m 

89米谷ｶｰﾌﾞ
h16-3 竣工

 中畑ｶｰﾌﾞ(計画) 

R=150m 
勾配 6% 

h15-3 竣工 
大道ｶｰﾌﾞ 上り名古屋方向下り大阪方向

  名阪国道は一日約６万台が利用する関西圏と

中部圏を結ぶ大動脈として重要な機能を果たし

ています。 

 名阪国道の道路構造は特に福住ＩＣ付近から

天理 IC 付近までの高低差が約４００ｍと線形

が厳しい道路となっており、年間を通して事故

が多く発生しています。 

  奈良国道事務所では、平成１４年度から順次

大道カーブ上り、神野口カーブ上り、米谷カー

ブ下りに視線誘導効果にすぐれた連続式視線誘

導施設を設置しました。 

  本論文では、大道カーブ上り（単独事故が多

い）での、導入の効果と評価、導入に向けての課題等について報告します。 

図―１ 名阪国道Ωｶｰﾌﾞ視線誘導施設設置位置図

 

２．連続式視線誘導施設の必要性 

2.1 視線誘導施設の現況 

外側線、ガードレール、中央分離帯を

除きデリネータ、矢印標識、反射シート、

点滅ランプ等が設置されています。 

また連続的に視認できたとしてもヘッ

ドライトによる反射を利用したものが多

く、反射角度によって線形が連続的に視

認できる設備は少ない。 
写真 2-1 大道カーブ上り 視線誘導施設 

2.2 設置の目的 

  「連続した線形として視認できる表示」とし

て道路の線形、勾配等を示すことにより、交

通安全と事故の抑止を目指します。 

 1) ドライバー自身が道路の現況を判断する材

料を提供し運転操作を支援する。 

2) 自発光器具で構成され連続した線形として

視認できる表示として視線誘導する。 写真 2-2 視線誘導施設道路鉛直面

2.3 設置方法 

  ドライバーが注視できるように、中央分離帯上の１．１ｍの高さに設置した。 



３．連続式視線誘導施設の概要 

3.1 構造 

  視線誘導施設の器具は、直線及び緩やかなカーブ区間に使用する直線用及びカー

ブの程度に合わせて使用するカーブ区間用について設計し、夫々の箇所に使用する

こととし、器具の長さは１ｍとしました。 

3.2 性能 

図３LED 視線誘導灯器具構造図 

 1) 反射形 LED は、前方への光の取

出し効率が従来の砲弾型に比べ２

～５倍。 

 2) 発光色は、赤色と黄緑色。 

 3) LED ユニットの振り向け角度は、

道路横断方向より運転者の視線方

向へ 45 度 

 4) 路肩（外側線）照射用として道

路横断方向は鉛直角 60 度 

 5) 電源はＡＣ200Ｖ⇒ＤＣ24Ｖ 

 6) 消費電力：４Ｗ／ユニット以下 

 7) 順方向電流：１６０ｍＡ／ユニ

ット以下 

 8) ピーク光度：１０ｃｄ／個以上 

 9) 光度補正は明るさを 50％、100％の２段階に調整 

 

４．視線誘導施設の設置効果の検証 

システム用ＰＣ アイモニタ

アイカメラ

プロ－ブシステム

4.1 視点挙動分析調査 

  設置効果の検証を行なうため、ドライバーの注視特性

をアイマ－クレコ－ダを使用して視点挙動分析調査を

実施しました。 

4.1.1 分析の条件 図４ アイマークレコー

ダの実験車両構成図
  効果評価に当たっては、可能な限り近似した交通環境、

ドライバー特性のデータを用いた。更に被験者の運転挙動が前方車両に影響を受け

ずに走行できるよう、

前方に車両が存在な

い自由走行状態での

パターンを抽出し分

析対象データとしま

した。 
注視点 

走行状況(後景)

走行状況(前景)

眼球状況

(1) 点灯時の走行 

走行状況(後景)

注視点 走行状況(前景) 

眼球状況

(2) 消灯時の走行  

 図４－１ 視点挙動分析調査のビデオ映像 



4.1.2 分析結果 
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連続式LED視線誘導表設置区間

： ②追越車線　LED 消灯 

自走行車線の区画線で線形を判断

：LED 消灯時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 評価  

 (1) アイマークレコーダによる分

ーの注視特性は交通環境（周辺

状態、周辺風景、構造物等）、ド

り左右される結果となった。 

 (2) 点灯時の速度特性は、連続式

形を判断し、線形の急な変化を

ﾌﾞ流入時に十分な減速行動をし

消灯時は、路面前方の目標物を

 (3) 昼間時の走行では前方車両に

的ﾘﾗｯｸｽして自由に運転してい

 (4) 視線誘導灯点灯時は、連続式

なり、連続式視線誘導施設

5) 視線誘導灯消灯時は、

道路面前方、区画線、中

央分離帯、対向車

によっ

 (

側風景

 (6
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）

事
故
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数
 
件
 

等と注視するものが変

化するが、路面前方注視、

区画線注視の割合が長

くなる。 

) 走行車線でも同様な

傾向が得られました。 
⑯ まばたき

⑮ｻｲﾄﾞﾐﾗｰ ﾊﾞｯｸﾐﾗｰ（ ）        ・        追い越され時 

⑭ スピードメーター

⑬ 対向車線側の風景

⑫ （ ） 中央分離帯 LED 

⑪ 路肩側(道路敷地外)

⑩ ： 道路前方(対向車線側 特に照明柱)

⑨ （ ） 道路前方 進行方向前方 

⑧ 標識
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、ｶｰﾌﾞ区間を比較的安定した
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対向車線側の風景

道路前方

道路前方

道路前方
（対向車線側の風景：特に照明柱）

接近した場合等以外は特に注

る。 

視線誘導施設を注視する時間

て道路線形を判断して走行し
＜ （ ～視線誘導施設設置区間 上り線 90.9kp 
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図４－２ 大道カーブの事故
速度で走行しており、

走行しています。 

走行車線 

視物は定まらず比較

の割合が非常に長く

ていることがわかる。 
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件数の変化と推移



4.2 事故件数の変化 

  図４－２に示すとおり、大道カーブ上りでは事故が減少しました。 但し、排水 

に実施しており、単独での効果検証はできていません。 

 

カーブ上り、

 

 

回開発設置した連続式視線誘導施設は、自発光器具のため、車両のヘッドライト

に無関係となり、運転者から見れば線形が視認しやすく、カーブの程度

や

性舗装の施工を同時

4.3 アンケート調査 
(1）道路の線形  平成 15 年 12 月 14 日（日）、17

a  わかりやすい

ｂ ど ち らともいえない

c わかりにくい

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%日（水）の両日、大道

神野口カーブ上りを対象に針ＴＲ

Ｓにおいてアンケート調査（男

性：518 人、女性：166 人、無記入：

3 人）を実施しました。 

(

0 50 100 150 200 250 300

無回答

c まぶしくない

b  どちらともいえない

a まぶしい 普通車

普通貨物車

大型車

大型特殊車

自動二輪

無回答

2）運転時まぶしいか 

(人)

 

 

 

 

 
(3）カーブ内の走りやすさ (4）LED 視線誘導施設が必要か 

 アンケート結果から、約半分以上の方が道路

分の１の方が走りやすいと答えています。 た

a  走りやすい

b ど ち らともいえない

c 走りにくい

無回答

の線形が判り易く、本施設により、３

だし、今後の課題として、運転時に眩

a  必要

b どちらともいえない

c 不要

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%0% 10% 20% 30% 40%

しいと答えた方が約３割でその大半が乗用車であり、眩しさの対策が必要です。 

しかし、約７割の方が施設は必要と回答し、連続式視線誘導施設は「有効な施設」

との評価を得ました。 

 

５．まとめ 

今

の方向や角度

勾配についても把握し易い設備とすることができ、十分な視認効果が期待でき事故

の減少を裏付ける結果が得られました。 

今後は米谷カーブ・中畑カーブの下り勾配での効果検証と内カーブについても設置

検討を行って行く予定です。 



機器設置場所

(標高 1187m)

図 1　実験場所

電波を使った凍結防止剤濃度測定実験について

飯田国道事務所　工務課　電気通信係長　　伊知地　誠　　　　

１．はじめに

冬季の道路維持管理において、凍結防止剤散布は円滑に道路を機能させる上で欠かせ

ない作業となっているが、路面に散布された凍結防止剤の与える影響は、道路付属施設

のほか、自然環境にも影響をもたらしていると一部で報告されている。

しかし、凍結防止剤の散布ﾀｲﾐﾝｸﾞ、散布量に関しては、規定や基準等が明確になって

いない場合が多く、適正な道路管理を行うためには、路面上の凍結防止剤の濃度を客観

的にかつ正確に測定することが必要となる。

本報告では、効率的な凍結防止剤散布と沿線における土壌と河川への混入を最小限に

する事を目的とし、電波を用いた凍結防止剤の濃度測定のﾌｨｰﾙﾄﾞ実験結果を報告すると

共に、本ｼｽﾃﾑを利用した今後の道路管理の在り方についても報告するものである。

２．非接触式凍結防止剤濃度計測の概要

２．１．計測方法の現状

現在、道路上の凍結防止剤濃度を測定する方法として、道路埋設型や接触式の濃度

測定器が実用化されている。しかし、埋設式の場合は、走行車両による振動やﾀｲﾔﾁｪｰﾝ

による衝撃等を直接受けることにより、安定性に不安があると共に、保守面に問題が

ある。

また、接触式の場合は、人が道路上の液体を直接採取、測定する必要があることか

ら、手間がかかる上に危険を伴う恐れがあるなど、凍結防止剤濃度の測定に関しては、

非接触式の測定が前提となる。

２．２．非接触式凍結防止剤濃度測定について

非接触検出方式である電波を用いた凍結防止剤濃

　　度測定に関して、実道路における測定の可能性（精

　　度、分解能、安定度）に関して実験を行った。

実験は図 1に示すように、国道 153号線の 93.9Kp

治部坂峠（標高 1187m）に機器を設置し、2004 年

の 1月～3月の期間(約 7週間延べ 12日間)で行った。

本実験ｼｽﾃﾑのｲﾒｰｼﾞを図 2に示す。

道路上 5.5mに設置した送信ｱﾝﾃﾅから、2GHz～6GHz の微弱電波（3m 地点におけ

る電界強度 35μV/m）を道路に向けて発射し、道路から返ってくる反射電波の受信強

度と位相の変化を反射特性（反射率）として取り込むことで、水、凍結防止剤（塩化ｶ

ﾙｼｳﾑを中心に散布しており以後、塩ｶﾙと呼ぶ。）の濃度を非接触で測定する。



また、実際の実験装置の設置風景を図 3に示す。

３．計測原理及び測定方法

ｱﾝﾃﾅから路面に向けて発射された電波は、路面上の塩ｶﾙの濃度や水膜の

波の反射特性が変化する。この変化は物体の誘電率が異なることに起因し

られ、塩ｶﾙの濃度と水膜の厚みについても相関

　にあると考えられる。

実際に各濃度の水溶液を路面に散布し、路面

上の水膜厚の変化過程に合わせて電波の反射特

性を連続的に測定した結果が図 4である。路面

に対する実際の測定では、測定値が図 4のどの

位置に表示されるかによって、塩ｶﾙの濃度が測

定できることになる。

４．実験結果

　実験場所の測定路面状況の一部を図 5に示す。

実験結果として、時間経過とともに測定ﾃﾞｰﾀが変化していく様子を図 6

図中の●点は手持式屈折計を用いて、塩ｶﾙ濃度を測定した結果（以後、実

▲点はｾﾝｻによる測定結果（以後ｾﾝｻ値と呼ぶ）である。この結果から、ｾﾝｻ

良く一致していることが分かる。また、試験的な塩ｶﾙ散布とあわせて、実

剤散布車の通過に伴う塩ｶﾙ濃度の上昇も確認できる。さらに、塩ｶﾙ散布後

より濃度が希釈されていく様子も的確に測定されていることが確認できる

ナ

制御機

受信ｱﾝﾃ 送信ｱﾝﾃﾅ

制御機
(電波送受信)

5.5m

図 2　実験イメージ図 図 3　試験設置風景

濃度検出用 ピークテーブ

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

2.8E+09 3.0E+09 3.2E+09 3.4E+09

反
射
率

水

塩カル5%

塩カル10%

塩カル15%

図 4　各濃度に対するピ

図 5　積雪状態の測定路面

塩カル散布後の時系列変化（2004/02/17

0

5

10

15

20

25

19:15 19:45 20:15 20:45 21:15 21:45

時     刻

濃
  
度
 [
%
]

塩カル散布（試験散布）

反対車線塩カル散布 塩カ

降雪あり（弱）

図 6　塩カル濃度時系列変

ｶｰﾎﾞﾝｸﾛｽ
アンテ
厚みにより電

ていると考え

ル

3.6E+09 3.8E+09 4.0E+09
周波数
に示す。

測値と呼ぶ）、

値と実測値が

際の凍結防止

、弱い降雪に

。

ーク点の変動

）

22:15 22:45

真値

センサ値

ル散布

化



図７　濃度と凍結温度の関係

計測データと凍結温度特性の関係 （2004/2/3）
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４．１．　精度評価

今回の実験期間では、延べ 522回の測定を行った中で乾燥状態の路面は 307回、湿

潤状態（塩ｶﾙ濃度 0％）の路面は 114 回であった。この両者の区別すなわち、乾燥と

湿潤（水膜）の区別は 100％の精度であった。

また、塩ｶﾙ濃度が存在する水膜状態の路面は 101回計測した。101回の測定結果に

対して、精度を評価するため、平均絶対濃度誤差を式（1）のように定義した。結果を

表 1 に示す。結果、塩ｶﾙ濃度が計測された全ﾃﾞｰﾀの平均絶対濃度誤差は 2.1％である

が、塩ｶﾙ濃度 5％未満の危険な状態における誤差は 1.6％となり、危険状態での精度が

高い傾向がある。

さらに、実測値の測定上の誤差を考慮し、平均誤差範囲を±2.5%とした場合の正解

率（式(2)）を表 2 に示す。表 2 の結果から、実測値に対して、約 80％の正解率で測

定が可能であることが確認できた。

本実験結果から、微弱電波を用いた非接触式の凍結防止剤濃度計測方式が十分に実

用可能なことが確認できた。この他、本測定方式では、1 回の測定に当たり、約 4 分

を要すが、測定時間中の通過車両や降雪の影響は受けなかった。

５．今後の道路管理の在り方

4.実験結果により、塩ｶﾙ濃度の非接触測定に関して、実用可能なｼｽﾃﾑであることが確

認できた。これに伴い、本測定ｾﾝｻを利用した路面状況管理について、整理検討を行った。

　５．１．危険な路面の把握

　図 7では、塩ｶﾙ濃度と凍結温度の関係(●点実

線：凍結温度曲線）に対して、測定時点の温度

と共に、ｾﾝｻ値(▲点)をﾌﾟﾛｯﾄしたｸﾞﾗﾌを示して

いる。すなわち、ｾﾝｻ値(▲点)の位置が凍結温度

曲線のどちらに存在するかにより、危険状態で

あるかどうかが把握可能となる。

2.8%1.6%2.1%平均絶対濃度誤差

塩カル濃度 5%以上
（45 回）

塩カル濃度 5%以下
（56 回）

全データ
（101 回）

表１ センサ値と実測値の平気絶対濃度誤差

平均絶対濃度誤差＝∑｜センサ値（自動計測）－実測値（人による計測）｜／全サンプル数・・・（1）
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（56 回）

全データ
（101 回）

表１ センサ値と実測値の平気絶対濃度誤差

平均絶対濃度誤差＝∑｜センサ値（自動計測）－実測値（人による計測）｜／全サンプル数・・・（1）

80.0%80.4%80.2%正解率（±2.5%以内）

塩カル濃度 5%以上
（45 回）

塩カル濃度 5%以下
（56 回）

全データ
（101 回）

表２ 水膜状態での塩分濃度正解率

正解率(%)＝実測値から±2.5%以内のセンサ値のサンプル数／全サンプル数×100…・・（2）

80.0%80.4%80.2%正解率（±2.5%以内）

塩カル濃度 5%以上
（45 回）

塩カル濃度 5%以下
（56 回）

全データ
（101 回）

表２ 水膜状態での塩分濃度正解率

正解率(%)＝実測値から±2.5%以内のセンサ値のサンプル数／全サンプル数×100…・・（2）



５．２．道路線形に対応した安全走行支援および凍結防止剤散布量の最適化

実験を行った峠や橋梁のように、急勾配の坂道や凍結しやすい箇所では、他の平坦

な場所とは異なり、圧雪、凍結状態によるｽﾘｯﾌﾟ事故への危険性が高い。このような危

険状態の発生しやすい箇所に対しては、現状の路面状態を明確に把握すると共に、凍

結防止剤自動散布装置との連携により、凍結防止剤の自動散布を行うことでﾘｱﾙﾀｲﾑな

雪氷対策が可能となり、安全走行支援、事故防止に関して効果的な対処が可能となる。

また，市街地や平坦な道路においては、前回の凍結防止剤散布による効果が持続して

いる可能性があるため、湿潤状態の判断のみで、凍結防止剤を散布することは過剰な

散布となることも考えられる。このような状況においても、明確に情報を把握するこ

とで適切な凍結防止剤の散布ﾀｲﾐﾝｸﾞと量の最適化が図られ、過剰散布の抑制効果を持

つことから、環境への影響も低減できる事が考えられる。

６．まとめ

冬季の道路管理情報として、利用可能な凍結防止剤の濃度測定に関して、微弱電波を

用いた新しい非接触式の測定方法のﾌｨｰﾙﾄﾞ実験を行った結果から、次のことが言える。

　なお、今回の実験については、実験ﾎﾟｲﾝﾄが１箇所で有ったが、面的管理（路面全体）

がﾘｱﾙﾀｲﾑで出来るように、路面の凍結状態の早期把握と凍結防止剤の散布ﾀｲﾐﾝｸﾞ及び、

散布量の適正化に向けて、さらなるｾﾝｻの精度向上と散布量の改善の実態調査を行ってい

く必要がある。これらの検討、調査を行っていくことで、5.2項でｲﾒｰｼﾞした冬季の道路

維持管理における雪寒対策への適用を現実のものとしていく予定である。

１．自然環境下における、電波による凍結防止剤濃度計測は平均絶対濃度誤差約2%、平均正解率約80%

となり、実用化に向けて十分な性能を確認できた。

２．非接触式センサを用いた、今後の雪寒対策に関しては、路面の凍結危険状態の早期把握と凍結防

止剤の散布タイミング及び、散布量の適正化に利用すればコストダウンに繋がる。

３．散布車との融合により、凍結防止剤散布場所の状況に応じた自動散布化も可能になることから、

雪寒車両の操作支援にも繋がる。

４．本装置の利用向上を高めるため、冬季以外のセンサとしての利用方法が必要。

１．自然環境下における、電波による凍結防止剤濃度計測は平均絶対濃度誤差約2%、平均正解率約80%

となり、実用化に向けて十分な性能を確認できた。

２．非接触式センサを用いた、今後の雪寒対策に関しては、路面の凍結危険状態の早期把握と凍結防

止剤の散布タイミング及び、散布量の適正化に利用すればコストダウンに繋がる。

３．散布車との融合により、凍結防止剤散布場所の状況に応じた自動散布化も可能になることから、

雪寒車両の操作支援にも繋がる。

４．本装置の利用向上を高めるため、冬季以外のセンサとしての利用方法が必要。



国 道 ４ 号 昇 降 式 道 路 照 明 に つ い て

～交通規制を伴わない設備保守向上を目指して～

福島河川国道事務所 電気通信課 小島 昇

○鈴木正人

１．はじめに

福島河川国道事務所管内には約１２００基の

道路照明灯が設置され維持管理を行っている。

この、道路照明灯の維持管理する上で一番

頻度の高いメンテナンスはランプ交換及び灯具

清掃であり、管内１年間で約１００回のランプ交

換と灯具清掃を実施しているのが現状である。

しかし、一口にランプ交換や灯具清掃といっ

ても、道路照明灯は、交差点や急カーブ、橋や

横断歩道など、夜間時における危険性が高まる

場所に設置されており、ランプの不点状況が長

く続く事は安全性等の問題から許容出来る状

況ではないが、高所作業車の手配や交通規制

等準備に時間がかかり即時対応が難しい状況

である。

このため、福島河川国道事務所では、独自

に検討開発した、昇降式道路照明器具の整備

を進めており、ランプ交換等を行う場合の、準備期間の短縮や交通規制の省略など現状

照明設備より効率的で、照明施設維持管理において有効な対策であり、詳細について

報告するものである。

２．昇降式照明器具の概要及びその特徴

2.1 昇降機構部の概要

照明ポール下部の安定器取り付け窓内部に設置したワイヤー巻取機構部からワイヤ

ーを繰り出す事で照明器具本体の内部ユニットを降下させる。

ワイヤー巻取機構部の操作は、充電式電動ドリルを用いる事で簡単に行える。内部ユ

ニットを上昇させる場合は電動ドリルを逆回転させるだけで、いたって単純な機構であ

る。

写真―１ （昇降式灯具） 



2.2 安全対策

万が一の故障に備えた安全対策は歩行者

等に対しても安全性を確保するように、このよう

な安全対策が取られている。

内部ユニットは器具内にあるフックで保持さ

れており、ロック開閉用ワイヤーで開閉する。

万が一、ロックがはずれても巻取器機構部

にウォームギアを用いる事で、内部ユニットは

下降することが無い。

なお、この状態でワイヤーが破断しても電源

ケーブルを未接続でない限り内部ユニットは

下降することが無い。

最悪、この状態でワイヤー及びケーブルが

破断した場合、内部ユニットは落下することに

なるが、ポールのテーパーとガイドリングの径

により一定の高さで落下が止まる様に設計さ

れており、地上に落下することは無い。

2.3 既設照明ポールへの適用

既設照明ポールへの対応は、直線式ポールのみではあるが、灯具・ジョイントボックス

交換と安定器取り付け位置の変更で対応可能である。

３．昇降式照明器具と一般照明器具の比較

3.1ランプ交換に要する期間

既存照明灯と昇降式照明灯

を比較した場合、ランプ交換の

期間は表－１のとおりとなる。

既存照明灯の場合は作業車

の手配で少なくとも３日間程度

を要しているが、昇降式照明灯

の場合は翌日にはランプ交換が

可能となる。

多くの場合は夜間パトロール

や一般利用者からの連絡のの

ち、不点調査を経て作業車の手

 図―１ （昇降式灯具機構部の概要） 



配を行っておるのが現状であり、昇降式照明の場合は不点調査段階で交換可能となる

ことから迅速な復旧が可能であるといえる。

3.2作業時間（交通規制時間）

ランプ交換だけの作業時間は、一般照明施設の場合、規制をはじめ

てから１時間程度は掛かってしまうが、昇降式照明灯は３分の１である２

０分程度で交換を行える。

また、よほど路肩にスペースが無い場合をのぞいて車線規制が必要

とならない事から、交通量の多い時間帯でも作業する事が可能であり、

交通に与える影響は皆無となる。

交通規制

作業時間短縮

なお、交通に与える影響を経済損失に換算すると､次の計算式で

表されるものと考えられる。

渋滞損失額＝（通過時間ロス×台数×時間価値）

例えば、福島西道路の福島市西中央付近を例にあげ、平均的な交

通量１時間あたり約６００台とし、車線規制により５分の通過時間ロスが

生じると想定して計算すると

５(分)×６００（台）×４９．８３（円/分)＝１４９，４９０円

西道路(福島市西中央付近)→２９，３０８(台/日)

２９，３０８(台/日)÷２４(時間)÷２(上下)≒６００（台）

時間価値→２，３００(円/時間) 平均賃金単価

２，３００(円)÷６０(分)×１．３(人)≒４９．８３（円/分）

昇降式照明灯を新設した場合に必要となる差額は灯具費用差額の約２０

万円～２５万円程度であり、ランプ交換等で発生する便益（高所作業車・出

動費・交通規制費用等；１回あたり７万円程度）も含めて考えた場合、ランプ

交換１回～３回（交通量による）で十分に経済的効果を発揮するものと考え

られる。

作 業環境や

交通に与 え る

影 響 の改 善

 図―２ 一般型照明灯ランプ交換 図―３ 昇降式照明灯ランプ交換 

図―４ 昇降式照明灯姿図 



3.3安全性

前項でも少しふれているが、作業スペースは路肩の一部を使い、高所作業車等を利

用しない為、墜落事故や規制による交通事故等の施工上における危険性は非常に低

いものとなる。

作業環境の改善は、比較的交通量の多い国土交通省管轄の国道では、それだけで

も十分な整備効果が見込まれる。

４．ま と め

今回報告した昇降式照明灯具については、十分な整備効果を発揮させることが可能

であることが見込まれる。だが、昇降式照明灯対応する道路照明灯は「信号供架柱でな

いこと」「直線ポールに限定」など、整備する場合の制約が有ることも事実である。

ほかにも、現段階では試作品(１種類)であることから景観に配慮した場合のデザイン

照明にも対応することが難しい状態である。

しかし、デザイン面については、内部ユニットを標準化し、外側の化粧カバーデザイン

を柔軟に変更できる事で、地域特性に合った照明灯配置が可能であると思われ、整備

する際の制約も少しずつ解消する事は困難では無いと考えられる。また、自動点滅器を

設置するにあたり、内部ユニットに一体化したものを現在開発中である。

今後は、昇降式照明灯を管内の設置効果の発揮できる場所(交通量が多い場所)に普

及させていくことでより効果的に日常の管理費削減と、作業安全性の確保、ならびにサ

ービスレベルの改善に努めていくものとする。

５．最 後 に

社団法人照明学会東北支部 平成１５年照明普及賞 東北支部長賞受賞

福島民報社「福島民報」 平成１６年６月２９日に掲載

照明学会誌 ８月号 照明年報に掲載


